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明治２５年 １月�

昭和１１年１２月　�

�
  発行可能株式総数　   １,２２４,３３５,０００株�
  発行済株式総数 　      ７２１,５０９,６４６株�

５７,７５２,６７１,８０１円　（平成１８年３月３１日現在）�

�
�
１. 建設工事の請負�
２. 地域開発、都市開発、海洋開発、環境整備その他建設に関する事業�
３. 前２号に関する調査、測量、企画、立案、設計、監理等のエンジニアリング及び�
 　 マネージメント�
４. 住宅に関する事業�
５. 不動産の売買、交換、貸借及びその仲介並びに所有、管理及び利用�
６. 道路、港湾、上下水道、庁舎、教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設その他
公共施設等の企画、建設、保有、維持管理及び運営�

７. 土壌浄化、河川・湖沼の底質浄化、湖水・海水の水質浄化等の環境汚染の修復に�
     関する事業並びに一般廃棄物及び産業廃棄物の収集、運搬、処理及び再生利用�
８. 発電並びに電気及び熱の供給�
９. 温室効果ガス排出権の取引に関する事業�
１０. 建設機械、建設機械装置及び建設用仮設機材の製作、調達、販売及び賃貸�
１１. 建設用コンクリート製品、耐火・不燃建築材料、内外装建築材料、家具及び建築用
木工品の製造及び販売並びに土木建築用資材の販売�

１２. 建物及び設備の保守管理の受託並びに保安警備の受託�
１３. コンピュータの利用に関するソフトウェア、工業所有権及びノウハウの取得、開発、   �
　　  実施許諾及び販売�
１４. 情報処理サービス業、情報提供サービス業及び電気通信回線の提供�
１５. コンピュータ等電子事務機器の販売、賃貸及び保守管理サービス�
１６. 厚生、医療、スポーツレジャーの各施設、ホテル及び飲食店の経営並びに旅行業�
　　  代理店業�
１７. 医療用機械器具の製造及び販売�
１８. 労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業�
１９. 総務、人事及び経理等に関する業務の受託�
２０. 損害保険代理業及び自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業�
２１. 造園、園芸及び植樹に関する事業�
２２. 金銭の貸付、債務の保証その他の金融業�
２３. 前各号に関するコンサルティング業務�
２４. 前各号に関連する業務�
５４,１６６名（平成１８年３月３１日現在）�
  ９,４７４名（平成１８年３月３１日現在）�
�
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株主の皆様へ�
　�
　株主の皆様には、いよいよご清祥の
こととお喜び申し上げます。�
　平素は格別のご支援を賜わり厚く御
礼申し上げます。�
　平成１７年４月１日から平成１８年３
月３１日までの第１０２期の営業概要に
ついてご報告申し上げます。�
　当期におけるわが国経済は、公共投
資が引き続き低調に推移したものの、
企業収益の改善を背景とした民間設備
投資の増加や雇用情勢の改善を受けた
個人消費の緩やかな増加などに支えら
れ、景気は回復基調をたどりました。�
　建設業界におきましては、公共工事
の発注は減少が続いたものの、民間工
事の発注は企業の設備投資意欲の高まりを受け、引き続き増加
いたしました。�
　このような情勢下にありまして、当社は総力を挙げて受注量
の確保に努めてまいりました結果、受注高につきましては、前
期比０．４％増の約１兆２，９９４億円となりました。�
　次に、売上高につきましては、前期比５．０％増の約１兆２，７４２
億円となりました。利益の面では、不動産事業等総利益が増加
したことや販管費の節減に努めたことなどにより営業利益は前
期比５．９％増の約４０９億円となりました。経常利益は、前期に計
上していた有価証券売却益が無かったことなどから前期比６．８％
減の約４３８億円となりましたが、総資本の効率的な運用を図る
ため営業上の保有意義が希薄化した株式について売却を進めた
結果、投資有価証券売却益が増加し、当期純利益は前期比２６．６
％増の約２８３億円となりました。�
　なお、当期末の株主配当金につきましては、株主の皆様のご
負託にお応えすべく、投資有価証券の売却により得られた利益
の一部を特別配当（１株につき４円）として還元することとし、普
通配当４円とあわせて１株につき８円（中間配当４円を含め年１２円）
とさせていただきました。�
　今後のわが国経済は、持続的な民間設備投資の増加に加え、
個人消費が引き続き回復することが見込まれることから、景気
は引き続き回復基調で推移するものと思われます。�
　建設業界におきましては、民間工事は引き続き回復基調で推
移することが見込まれるものの、公共工事の発注は低迷が続く
と予想されますので、先行きは予断を許さず、依然として激し�

�
い受注競争が継続するものと思われます。�
　当社といたしましては、このような厳しい経営環境に対処すべ
く「優良企業構想」において「収益力強化」と「継続的成長」を
経営目標として掲げ、平成１９年度連結営業利益５００億円の達成
を目指して、当社グループを挙げて取り組んでおります。�
　具体的には、すべてのプロジェクトにおいてコンカレントエン
ジニアリングを実践することにより、利益創出力の強化を図って
まいります。また、都市再生、環境関連、リニューアル、海外の
大型工事など、成長が期待される分野や技術力を活かせる分野に
積極的な営業を展開するとともに、新たな収益基盤の拡充を図る
ため、ＰＦＩ事業やエンジニアリング事業、証券化スキームを用
いた不動産事業、当社の開発技術やノウハウを活かした新規事業
などを推進いたします。さらに、平成１７年度から開始した「業
務改善運動」を当社グループ一丸となって強力に推し進め、業務
全般にわたって常にたゆまぬ見直し改善を実行してまいります。�
　加えて、すべての事業活動を通じて社会的な責任を果たすこと
が経営上の重要課題であると考えており、とりわけ環境保全活動
には積極的に取り組む所存です。具体的には、「ゼロエミッショ
ン」の手法を推進し、建設廃棄物の削減及び再資源化に努めると
ともに、地球温暖化対策と建物のライフサイクルコスト削減の両
面に有効な省エネ技術並びに土壌浄化や生態系保全など環境関連
技術の開発、実用化を図ってまいります。�
　なお、当社元非常勤顧問が競売入札妨害罪で本年３月に略式命
令を受けました。当社といたしましては、今回の事態を極めて厳
粛に受け止め、全社の部長職以上から誓約書を提出させるなど既
に種々の再発防止策を講じております。一方、監査役会において
も、談合監視プログラムを策定・実施するなど、執行体制とは独
立した第三者の視点から法令の遵守状況を監視する体制を強化す
ることとしております。その補助のため、会社の業務執行とは独
立した組織として、監査役会の下にコンプライアンス室を設置い
たしました。�
  また、当社の企業倫理の取り組みが、独りよがりのものになら
ないよう、従来から当社の企業倫理の啓蒙活動等を行ってきた「企
業倫理委員会」のメンバーに、社外有識者、職員組合委員長等を
迎えることとし、第三者の視点から評価してもらう仕組みを強化
することといたします。�
　今後は、これらの再発防止策がより実効性の高いものとなるよ
うに運用し、全社を挙げて違法行為の根絶に取り組む覚悟でござ
います。�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年６月�

取締役社長�
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主要データ�

部門別の受注高・売上高・繰越高�

業績の推移�

区　　　　   分�

土　　木�

建　　築�

　  計�

構成比 ％� 構成比 ％�
前期繰越高� 当期受注高� 当期売上高� 次期繰越高�

建設事業�

不 動 産 事 業 等 �

合　　　　　計�

591,992   318,007   24.5    291,162   22.9    618,836   

1,087,675   952,185   73.3    951,908   74.7    1,087,952   

1,679,667   1,270,192   97.8    1,243,071   97.6    1,706,789   

18,298   29,207   2.2    31,133   2.4    16,372   

1,697,966   1,299,400   100      1,274,204   100      1,723,161   

区　　　　   分�

受　　注　　高�

売　　上　　高�

経　常　利　益�

当  期  純  損  益�

１株当たり当期純損益�

総　　資　　産�

純　　資　　産�

（注）　１株当たり当期純損益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により 算出しております。�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

1,294,472   

1,213,074   

47,115   

22,405   

31円  9銭   

1,585,185   

352,885   

1,089,718   

1,202,173   

26,189   

2,914   

4円  4銭   

1,702,482   

254,195   

1,129,312   

1,198,757   

38,127   

19,116   

26円52銭   

1,559,316   

335,620   

1,091,139   

1,286,544   

21,638   

△71,300   

△98円47銭   

1,773,649   

284,112   

第99期�
（平成14年度）�

第98期�
（平成13年度）�

第100期�
（平成15年度）�

第101期�
（平成16年度）�

1,299,400   

1,274,204   

43,889   

28,376   

39円40銭   

1,710,229   

470,186   

第102期�
〔当期〕�

（平成17年度）�
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主要データ�

売上高の推移（単位：億円）　　土木　　建築　　不動産事業等�受注高の推移（単位：億円）　　土木　　建築　　不動産事業等�

経常利益の推移（単位：億円）� 当期純損益の推移（単位：億円）�

29

191

△713

224
283

１５年度� １６年度�１４年度�１３年度� １７年度�１３年度� １４年度� １５年度� １６年度� １７年度�

216
261

381

471
438

１３年度� １４年度� １５年度� １６年度�

12,130
12,865

12,021 11,987

１７年度�

12,742

10,911 10,897 11,293

12,944

１３年度� １４年度� １５年度� １６年度� １７年度�

12,994
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主な完成工事�

土木・建築の分野で常にわが国の建設業界をリードする大林組。�
その数 の々成果は、国内外で高い評価を得ています。�
「建設は未来へおくるメッセージ」大林組はそう考えます。�

海陽中等教育学校（愛知県）� 島根県立古代出雲歴史博物館（島根県）�

杉並公会堂（東京都）�

キヤノン宇都宮工場（栃木県）�
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主な完成工事�

第ニ東名高速道路 猿田川橋・巴川橋（静岡県）�関西国際空港２期空港島（大阪府）�

尾道消防防災センター（広島県）�

神奈川県立こども医療センター新棟（神奈川県）�



ニュース＆トピックス�
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　東京・表参道のシンボルとして７０年以上にわたって愛されて
きた旧同潤会青山アパートが、安藤忠雄氏の設計、当社の施工
によって、新しいランドマーク「表参道ヒルズ」として生まれ変
わりました。�
　建物は景観に配慮して地上６階建てとし、表参道のケヤキ並
木とほぼ同じ高さに抑えられています。一方、地下は３０ｍの深
さ（地下６階）まで掘削し、巨大な吹抜を有する商業施設を完成
させました。通常地下深くまで掘削すると、多量の地下水によ
り建物を浮き上がらせようとする浮力が生じます。表参道ヒル
ズは、地上部分の高さが低く浮力を抑える十分な重量がないため、
船のイカリのような「永久アンカー」を２００本近く打ち込んで、
建物と地盤をつなぎ止めています。　�
　また、３階までの商業施設階と４階以上の住宅階の間に中間免
震層を設けることで、居住スペースの耐震性を高める工夫も施
すなど、多くの建築技術を駆使しました。�
　さらには、敷地の東端に建設され、ギャラリーや店舗が入居
する「同潤館」は、旧同潤会青山アパートで使用されていた部材
の一部が再利用されるなど、古き良き時代の記憶を後世に伝え
る役目を果たしており、連日多くの人が訪れています。�

表参道ヒルズをつなぎ止める永久アンカー� 吹抜空間とらせん状のスロープが特徴的な内観�

「表参道ヒルズ」の外観。一部に同潤会青山アパートを再現している�



８�

　当社は、衆議院新議員会館の整備を行うＰＦＩ事業を代表
企業として受注しました。この事業は、議員会館の建替え
と施設建設後約１０年間の維持管理・運営を行うものであり、
総事業費は約１，１００億円にものぼる大規模な事業です。�
　議員会館は、衆議院議員、議員秘書、職員等の３，０００人
以上が入居する、国会運営において極めて重要な施設であり、
良好な執務環境を確保するなど議員会館としての機能を維
持しつつ、大規模な施設の建設を行う必要があります。�
　このため、段階的に施設を引き渡し、各段階における最
適な施設運営計画を立案するなど、事業全体を通じて効率
のよいスキームを構築しました。�
　また、１００年建築を前提として、建物のライフサイクル
コストや環境負荷の低減を可能にする施設の提案を行った
ことも高い評価を受けた要因となりました。�
　さらには、快適な執務環境の提供や利便性を追及した各
種施設内容など、細部にわたり丁寧な提案を行い、その結果、
学識経験者などで構成される審査委員会の厳しい審査を経て、

　当社は、経済成長が著しいアラブ首長国連邦ドバイ市に
おいて、世界最長（総延長７０ｋｍ）となる全自動無人運転の
都市交通システムや中東諸国初となるモノレールの建設工
事など大規模なプロジェクトを相次いで受注しました。中
東地域の人とモノの流れの中心となる同市の交通渋滞の緩
和に一役買うことが期待されます。�
　また、当社は、米国においてノースカロライナ州の建設
会社ＪＳクラーク社を買収（完全子会社化）いたしました。
米国の建設市場は世界最大の規模であり、非常に魅力的な
マーケットです。同国での建築事業には地域性が強く影響
することから、それぞれの地域においてノウハウを有する
現地の有力企業を買収することが、効果的な事業戦略と考
えております。�
　今後も安定的に建設投資が見込まれている地域において、
これまで蓄積してきたノウハウを駆使し、事業の展開を図
ってまいります。�
�
�

見事受注に至りました。�
　当社は、今後もＰＦＩ事業のリーディングカンパニーとして、
質の高い公共サービスを実現していきます。�
�

議員事務室（完成予想イメージ）�

ドバイ都市交通システムの駅舎�

「パームジュメイラ」（ドバイ）の中心部を走る�
モノレール�

椰子の木の形をした人工島「パームジュメイラ」�
（ドバイ）。この中心部をモノレールが走る�
（提供：ＮＡＫＨＥＥＬ社）�

外観（完成予想イメージ）�
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　近年、都市では交通渋滞を解消するための立体交差化をはじめ
としたインフラの整備が盛んとなっており、都市機能に与える影
響を極力抑えた施工技術へのニーズが高まっています。�
　当社は、交差点の立体交差化工事において、工事期間中の車線
規制を大幅に縮減できる「ＯＫ－ＰＡＳＳ（オーケーパス）工法」を
他社と共同で開発いたしました。この工法は、立体高架橋のアプ
ローチ部の施工において、幅の狭い暫定のアプローチを構築した
のち、工事終盤の数日間でプレキャスト化された部材を用いて一
気に完成幅員に拡幅するものであります。従来の工法では、立体
交差のアプローチ部を構築する際に広範囲かつ長期間の車線規制
が必要でしたが、この工法では、車線規制を最小限にとどめると
ともに、全体の工期を１／３程度まで短縮することができます。�
　また、駅施設や商業施設を線路やプラットホームの真上に建設
する際に、鉄道の営業を妨げることなく、人工地盤を構築するこ
とができる「ラピッツ－Ｏ工法」を開発いたしました。この工法は、
人工地盤を支える基礎杭を、線路上空に設置したポータブルス
テージの上から施工することにより、夜間だけでなく鉄道が走行
する昼間の施工も可能にしました。用地確保が困難な都市部にお
ける、駅施設の高度利用化ニーズに対し、短期間・低コストの工
事を提案することができます。�

ラピッツ－Ｏ工法イメージ図� ラピッツ－Ｏ工法実証実験の様子�

ＯＫ－ＰＡＳＳ工法により工期が１／３に�

ＯＫ－ＰＡＳＳ工法でアプローチ部を構築�



ニュース＆トピックス�

１０�

　１９９５年に発生した阪神淡路大震災では、震災後に被災建物を
補修・補強し、その後も継続して使用している事例が多くありま
す。今後も東南海・南海地震など大規模地震の発生が懸念されて
おり、被災建物の補修・補強技術の安全性能を向上させる必要が
あります。�
　当社は、地震で破損した建物の補修・補強技術の効果を確認す
るため、当社技術研究所において、三次元振動台による大規模な
実証実験を行いました。この実験は、振動台により一度破損させ
た建物（１／４モデル、地上３．６ｍ、重量３２トン）を当社の耐震
補強技術（３Ｑ－Ｗａｌｌ工法、ブレーキダンパーなど）を用いて
補修・補強し、再度大きな揺れを加えて安全性を確認するという
国内初の試みでした。実験では、復旧建物に阪神淡路大震災クラ
スの１．５倍の揺れを加えても建物は倒壊せず、当社の復旧技術の
高さが証明されました。�
　今後も、安心・安全な建物を提供するため、耐震補強・震災復
旧技術の開発に積極的に取り組んでまいります。�

　超高層マンションなどに用いる高強度の鉄筋コンクリート部材
は、火災時に表面のコンクリートが瞬間的に剥がれ落ちる「爆裂」
現象を生じる可能性があるため、さまざまな耐火実験を行って爆
裂防止技術を確立する必要があります。また、建築物に用いる新
材料を開発した場合、これを実建物に適用するには火災安全性の
十分な検証が必要となります。土木の分野でも、トンネルで発生
する車両火災を想定し、構造体の火災安全性を検証する必要があ
ります。�
　近年、建設部材の加熱実験は、単に熱を加えるだけではなく、
実際の柱や梁が受ける建物の荷重を加えて実験を行う「載荷加熱
実験」が一般的となっていますが、国内には実物大の試験体を実
験できる大規模な耐火炉はあまりありませんでした。�
　このため、当社は技術研究所に、２，０００トンの載荷加熱実験が
行える大規模な耐火炉を備えた国内最高レベルの「火災工学実験
棟」を建設いたしました。�
　今後、本研究施設を利用し、防耐火分野において、より一層技
術開発のスピードを速めるとともに当社独自の技術の開発を目指
していきます。�

振動台により建物を破損させる�

破損させた建物を補強し、再度揺れを加えても建�
物は倒壊しなかった�

国内最大規模の防耐火実験装置�

火災工学実験棟外観�



�

１１�

貸借対照表� 損益計算書�

利益処分�

（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）�
�

（平成１８年３月３１日現在）�
�
�

百万円� 百万円�

百万円� 百万円�

�
�

１,２７４,２０４�
�
�

１,１７１,６２５�
�
�

１０２,５７９�
６１,６３１�
40,947�

�
�
�
�

７,８４６�
�
�
�
�

４,９０４�
43,889�

�
�
�
�
�

１３,０８５�
�
�
�
�
�
�

９,１６９�
47,805�

�
１９,４２９�
28,376�
５３,６６０�
２,８８１�
△３,０１８�
76,137

�
４７�

１５７�

�

�

５,７６０�

�

２７７�

�
76,137�

�

�

２０５�

７６,３４２�

�

�

�

６,０３８�

70,303

�

（資産の部）�

流 動 資 産          �

現 金 預 金 �

受 取 手 形 �

完成工事未収入金�

不動産事業等未収入金�

有 価 証 券 �

販 売 用 不 動 産 �

未 成 工 事 支 出 金 �

不動産事業等支出金�

繰 延 税 金 資 産 �

未 収 入 金 �

そ の 他 流 動 資 産 �

貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �

有 形 固 定 資 産          �

建 物 ・ 構 築 物 �

機 械 ・ 運 搬 具 �

工 具 器 具 ・ 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無 形 固 定 資 産 �

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

関係会社株式･関係会社出資金�

長 期 貸 付 金 �

破産債権、更生債権等�

そ の 他 投 資 等 �

貸 倒 引 当 金 �

資 産 合 計         �

�

�
（負債の部）�
流 動 負 債           �
支 払 手 形 �
工 事 未 払 金 �
不動産事業等未払金�
短 期 借 入 金 �
コマーシャル・ペーパー�
一年以内償還の社債�
未 払 金 �
未 払 費 用 �
未 払 法 人 税 等 �
未 成 工 事 受 入 金 �
不動産事業等受入金�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
工 事 損 失 引 当 金 �
従 業 員 預 り 金 �
そ の 他 流 動 負 債 �
固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
長期繰延税金負債 �
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
不動産事業等損失引当金�
そ の 他 固 定 負 債 �
（資本の部）�
資 本 金          �
資 本 剰 余 金          �
資 本 準 備 金 �
利 益 剰 余 金          �
利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金 �
固定資産圧縮積立金�
圧縮特別勘定積立金�
別 途 積 立 金       �
当 期 未 処 分 利 益          �

土地再評価差額金�
株式等評価差額金�
自 己 株 式 �

負 債 資 本 合 計 �

�

�
経常損益の部              �
営 業 損 益              
売 上 高    �
完 成 工 事 高  �
不動産事業等売上高    �

売 上 原 価              
完 成 工 事 原 価     �
不動産事業等売上原価   �

売 上 総 利 益               �
完 成 工 事 総 利 益     �
不動産事業等総利益    �

販売費及び一般管理費           �
営 業 利 益     �

営 業 外 損 益               �
営 業 外 収 益               �
受 取 利 息 配 当 金 �
外国為替換算差益  �
その他営業外収益    �

営 業 外 費 用               �
支 払 利 息 �
貸倒引当金繰入額        �
貸 倒 損 失 �
その他営業外費用    �
経 常 利 益     �

特別損益の部�
特 別 利 益               
前 期 損 益 修 正 益 �
投資有価証券売却益
固 定 資 産 売 却 益               �
そ の 他 特 別 利 益               �

特 別 損 失              
工事損失引当金繰入額�
販売用不動産評価損�
固 定 資 産 売 却 損 �
投資有価証券評価損�
減 損 損 失 �
そ の 他 特 別 損 失 �

税引前当期純利益   �
法人税､住民税及び事業税    �
法人税等調整額�
当 期 純 利 益      �
前 期 繰 越 利 益 �
中 間 配 当 額 �
土地再評価差額金取崩額    �

当期未処分利益      

�
当 期 未 処 分 利 益                 �
任 意 積 立 金 取崩額                 �
固定資産圧縮積立金取崩額�
圧縮特別勘定積立金取崩額                 �

合 計           �
利 益 処 分 額                 �
株主配当金（１株につき８円）  �
任 意 積 立 金            
固 定 資産圧縮積立金�

次 期 繰 越 利 益 �
�

�

�

�

1,710,229�

894,747�

６６,４４９�

２７,４８７�

２２１,８５０�

２,１６７�

１�

５８,６２３�

３５４,０５３�

１０,５９０�

３６,１７１�

９８,１４３�

１９,８２７�

△６２０�

815,482�

251,381�

５３,７９９�

５,４３８�

２,９３５�

１８８,１００�

１,１０６�

4,907�

559,192�

４９３,４９４�

１１,６１９�

４６,９３７�

７４４�

２４,５３２�

△１８,１３６�

1,710,229

百万円�
1,240,042�
982,304�
７０,４９８�
３８２,１３３�
８９７�

５６,１６５�
１０,０００�
１０,０００�
６,６８３�
１３,８６７�
１４,５８８�
２８８,８７０�
１３,１８９�
８０,００７�
１,２９３�
４,３６６�
２６,８２０�
２,９２１�
257,738�
７０,０００�
１７,７５９�
６４,５１２�
２５,５１４�
６５,２７８�
７,４９０�
７,１８３�
470,186�
57,752�
41,694�
４１,６９４�
136,150�
１４,４３８�
４５,５７５�
４８６�
１５７�

４４,９３０�
７６,１３７�
33,307�
201,920�
△ 639�

1,710,229

百万円�

�
１,２４３,０７１�
３１,１３３�

�
１,１４９,８９２�
２１,７３２�

�
９３,１７８�
９,４００�

�
�
�
�

６,５１８�
１,０５０�
２７７�

�
２,０５９�
１６４�
５４３�
２,１３７�

�
�
�

３３４�
１０,７１４�
２,０３２�
３�
�

４,３６６�
１,７８６�
９１４�
５８３�
５６５�
９５２�

�
１９,１９１�
２３８�

�

�

�

決算報告�



１２�

（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）�
�

（平成１８年３月３１日現在）�
�
�

（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）�
�
�

�
（負債の部）�
流 動 負 債           �
支払手形・工事未払金等�
短 期 借 入 金 �
一 年 以 内 返 済 の �
PFIプロジェクトファイナンス・ローン�
コマーシャル・ペーパー�
一年以内償還の社債�
未 払 法 人 税 等 �
未成工事受入金等�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
工 事 損 失 引 当 金 �
そ の 他 流 動 負 債 �
固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
PFIプロジェクトファイナンス・ローン�
長 期 繰 延 税金負債�
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
そ の 他 固 定 負 債 �
（少数株主持分）�
少 数 株 主 持 分 �
（資本の部）�
資 本 金          �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金          �
土地再評価差額金          �
株式等評価差額金          �
為替換算調整勘定�
自 己 株 式 �
負債、少数株主持分及び資本合計�

�
�
�
�
�
�
�
�

１,７４４�
４,６６１�
１,７３１�
６４２�

 �
２,８３２�
１,７４５�
　�
�
�

６２３�
２,７７３�
１０,８５８�
１７０�

�
８７９�
２,２０３�
４,５９６�
１,４３３�
５８４�
１,４６０�

�
２１,９２４�
△３,４４３�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
１,４７６,４２４�
１,３５４,７１５�
１２１,７０８�
７５,０５０�
46,658�

�
�
�
�
�

８,７７９�
�
�

４,５７７�
50,859�

�
 �
�
�
�

１４,４２５�
�
�
�
�
�
�

１１,１５８�
54,127�

�
　１８,４８０�
１,１５６�
34,489�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
経 常 損 益 の 部     �
営 業 損 益            
売 上 高    �
売 上 原 価 �
売 上 総 利 益              
販売費及び一般管理費           �
営 業 利 益 �

営 業 外 損 益     �
営 業 外 収 益 �
受 取 利 息 �
受 取 配 当 金 �
外国為替換算差益                    �
その他営業外収益               �
営 業 外 費 用 �
支 払 利 息 �
その他営業外費用�
経 常 利 益 �

特 別 損 益 の 部 �
特 別 利 益 �
前 期 損 益 修 正 益 �
固 定 資 産 売 却 益 �
投資有価証券売却益�
そ の 他 特 別 利 益 �
特 別 損 失 �
固 定 資 産 売 却 損 �
減 損 損 失 �
工事損失引当金繰入額�
販売用不動産評価損�
投資有価証券評価損�
そ の 他 特 別 損 失 �

税金等調整前当期純利益
法人税､住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額     �
少 数 株 主 利 益 �
当 期 純 利 益        �
�

連結損益計算書�

�
（資産の部）�
流 動 資 産          �
現 金 預 金 �
受取手形・完成工事未収入金等�
有 価 証 券 �
未 成 工事支出金等�
た な 卸 不 動 産 �
P F I た な 卸 資 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
未 収 入 金 �
そ の 他 流 動 資 産 �
貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �
有 形 固 定 資 産          �
建 物 ・ 構 築 物 �
機械・運搬具・工具器具・備品�
土 地 �
建 設 仮 勘 定 �
無 形 固 定 資 産 �
投資その他の資産�
投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
長期繰延税金資産�
そ の 他 投 資 等 �
貸 倒 引 当 金 �

繰 延 資 産 �

資 産 合 計 �

連結貸借対照表�

連結剰余金計算書�
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）�

�
�
�現金及び現金同等物の期首残高�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

現金及び現金同等物に係る換算差額�

現金及び現金同等物の期末残高�

�

連結連結キャッシュ・フロー計算ー計算書の要旨の要旨�

�
41,705�
33�
３３�

41,738�
�

125,871�
34,489�
３４,４８９�
8,544�
５,７５９�
１�

２,７８４�
151,816

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ） �
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 �
資 本 剰 余 金 増 加 高 �
自 己 株 式 処 分 差 益 �

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 �
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ） �
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 �
利 益 剰 余 金 増 加 高 �
当 期 純 利 益 �

利 益 剰 余 金 減 少 高 �
株 主 配 当 金 �
役 員 賞 与 金 �
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 �

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 �
�

�

�

�

百万円� 百万円�
1,977,295�

1,061,106�

１０１,５２９�

３３５,４６３�

１�

３６５,６８１�

７５,４１７�

１８,２５３�

４０,４７１�

１０１,４８８�

２３,６６４�

△８６４�

915,981�

357,161�

９７,５７４�

１２,７５５�

２４５,３１８�

１,５１１�

6,211�

552,609�

５０２,４１１�

２５,２３７�

３,６１６�

２５,８８８�

△４,５４５�

206�

1,977,295

百万円�

百万円�

110,781�

17,793�

25,437�

△53,996�

1,511�

101,527

百万円�

1,471,124�
1,115,711�
５２３,２３５�
９９,７９５�

３,７９６�

１０,０００�
１０,０００�
１５,９９５�
３０７,７２５�
８４,６１６�
１,３８１�
４,５９６�
５４,５６８�
355,412�
７０,０００�
５１,４５７�
３４,７１６�
７１,６７８�
３０,６２９�
７２,２６０�
２１０�

２４,４５９�
 �

20,153�
486,017�
57,752�
41,738�
151,816�
34,205�
202,085�
△ 926�
△ 655�

1,977,295

百万円�

�

決算報告�



１３�

取締役及び監査役� 執行役員�

代表 取 締 役 会 長 �

代 表 取 締 役 社 長 �

代表取締役副社長�

代表取締役副社長�

代表取締役副社長�

専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役 �

�

常 勤 監 査 役 �

常 勤 監 査 役 �

監 　 査 　 役 �

監 　 査 　 役 �

監 　 査 　 役 �

大　林　剛　郎大　林　剛　郎�
脇　村　典　夫脇　村　典　夫�
上　原　　　忠上　原　　　忠�
野　間　暎　史野　間　暎　史�
原　　　義　孝原　　　義　孝�
大　林　芳　久大　林　芳　久�
　　木　嗣　郎　　　木　嗣　郎　�
伊　藤　住　吉伊　藤　住　吉�
中　谷　　　章中　谷　　　章�
田　保　収　平田　保　収　平�
長　　　恵　祥長　　　恵　祥�
�
西　村　　　正　西　村　　　正　�
安　井　俊　六安　井　俊　六�
津　田　禎　三津　田　禎　三�
松　尾　政　和松　尾　政　和�
松　下　正　幸松　下　正　幸�

専務執行役員�

専務執行役員�

専務執行役員�

専務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

常務執行役員�

水　巻　武　一水　巻　武　一�
松　本　國　夫松　本　國　夫�
本　庄　正　史本　庄　正　史�
中　村　雄　二中　村　雄　二�
表　　　佑太郎表　　　佑太郎�
塚　越　東　男塚　越　東　男�
稲　垣　紘　史稲　垣　紘　史�
古　荘　昭　憲古　荘　昭　憲�
白　石　　　達白　石　　　達�
伊良原　龍　一伊良原　龍　一�
田　村　志　郎田　村　志　郎�
森　井　繁　夫森　井　繁　夫�
西　川　由　朗西　川　由　朗�
船　野　龍　平　船　野　龍　平　�
松　浦松　浦�
戸　塚　健　彦戸　塚　健　彦�
内　田　弘　通内　田　弘　通�
坂　本　　　宏坂　本　　　宏�
後　藤　英　夫後　藤　英　夫�
野　口　忠　彦野　口　忠　彦�
東　渕　　　等東　渕　　　等�

(注)　※印は、社外監査役です。�

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

執 行 役 員 �

�

田　中　弘　道田　中　弘　道�
秀　平　政　信秀　平　政　信�
井　上　雄　次井　上　雄　次�
上　原　一上　原　一�
梅　原　弘　記梅　原　弘　記�
加賀美　國　博加賀美　國　博�
鹿　毛　重　久鹿　毛　重　久�
金　井　　　誠金　井　　　誠�
岸　田　　　誠岸　田　　　誠�
柴　田　憲　一柴　田　憲　一�
友　廣　康　二友　廣　康　二�
西　山　多加志西　山　多加志�
長谷川　　　博長谷川　　　博�
八　戸　　　裕八　戸　　　裕�
林　　　雅　仁林　　　雅　仁�
原　田　昇　三原　田　昇　三�
松　本　　　司松　本　　　司�
三　輪　昭　尚三　輪　昭　尚�
森　岡　敏　光森　岡　敏　光�
山　取　久　輝山　取　久　輝�

※�

※�

※�

（平成１８年３月３１日現在）�（平成１８年３月３１日現在）�



１４�

本　　店�
�
東京本社�
�
札幌支店�
�
東北支店�
�
横浜支店�
�
北陸支店�
�
名古屋支店�
�
神戸支店�
�
広島支店�
�
四国支店�
�
九州支店�
�
技術研究所�
�
海外事務所�
�

大阪市中央区北浜東４番３３号　〒５４０-８５８４�
TEL （０６）６９４６-４５７８�
東京都港区港南２丁目１５番２号　〒１０８-８５０２�
TEL （０３）５７６９-１０１７�
札幌市中央区北１条西３丁目３番地の７　〒０６０-０００１�
TEL （０１１）２１０-７７７７�
仙台市青葉区上杉１丁目６番１１号　〒９８０-００１１�
TEL （０２２）２６７-８５２１�
横浜市中区弁天通２丁目２２番地　〒２３１-０００７�
TEL （０４５）２０１-４１３１�
新潟市東大通２丁目３番２８号　〒９５０-８５２８�
TEL （０２５）２４６-６６６６�
名古屋市東区東桜１丁目１０番１９号　〒４６１-８５０６�
TEL （０５２）９６１-５１１１�
神戸市中央区加納町４丁目４番１７号　〒６５０-０００１�
TEL （０７８）３２２-４４００�
広島市中区小町１番２５号　〒７３０-００４１�
TEL （０８２）２４２-５００２�
高松市中央町１１番１１号　〒７６０-０００７�
TEL （０８７）８３１-７１２１�
福岡市博多区下川端町９番１２号　〒８１２-００２７�
TEL （０９２）２７１-３８１１�
東京都清瀬市下清戸４丁目６４０番地　〒２０４-８５５８�
TEL （０４２４）９５-１１１１�

主要な営業所等�

ロンドン、サンフランシスコ、ホノルル、北京、大連、
上海、台北、マニラ、ジャカルタ、ハノイ、ホーチミン、
プノンペン、シンガポール、クアラルンプール、バンコック�



株主メモ�

�

�

本事業報告書は、再生紙を利用しています。�

URL  http://www.obayashi.co.jp/

事 業 年 度 �

定 時 株 主 総 会 �

期 末 配 当 金 �
受領株主確定日�

中 間 配 当 金 �
受領株主確定日�

公  告  の  方  法�
�
�
�

株主名簿管理人�

�
同事務取扱場所�
�
�
�
�
�
�
�
同　取　次　所�

�

手　　数　　料�
�
�
�
�
�
上場証券取引所�

 毎年４月１日から翌年３月３１日まで�

６月下旬�

３月３１日�

�
９月３０日�
�
電子公告�
公告掲載ＵＲＬ（http://www.obayashi.co.jp/koukoku/index.html）�
   但し、やむを得ない事由により電子公告をすることができない�
   場合は、大阪市において発行する毎日新聞に掲載します。�

三菱UFJ信託銀行株式会社�
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  〒１００-８２１２�

三菱UFJ信託銀行株式会社大阪証券代行部�
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号　〒５４１-８５０２�
TEL  ０１２０－０９４－７７７（通話料無料）�
   なお、株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱UFJ信託�
   銀行の電話及びインターネットでも２４時間承っております。�
   　     TEL 　　  ０１２０－２４４－４７９（東京）�
（通話料無料）        ０１２０－６８４－４７９（大阪）�
          URL　                                             http://www.tr.mufg.jp/daikou/�

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国本支店�
野村證券株式会社　全国本支店�

名義書換及び新券交付…無料�
株券喪失登録の請求…請求１件につき１０,５００円（消費税額等を含む）�
　　　　　　　　　　　株券１枚につき      ５２５円（消費税額等を含む）�
単元未満株式の買取り…単元株式数当たりの売買委託手数料相当額�
                                                   を買い取った単元未満株式数で按分した額�
                                                   及びこれにかかる消費税額等の合計額�

東京・大阪・名古屋・福岡の４証券取引所�

�

�

◆インターネット・メールマガジン「ＯＢＡＹＡＳＨＩ通信」のご案内◆�
    当社の主なニュースや業績の速報などを掲載したメールマガジンを、ご希望の方に配信しております。�
    配信をご希望される場合は、以下の当社ホームページからお申し込みいただけます。�
    →申込先　https://www.obayashi.co.jp/ir/index_magazine.html


